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般財団法人 産業振興財団 和 度 IT ョン推進事業 

DX 創出補助  公募要項 
 

目的 

中 企業 DX ン ョン 実現 い

ン 実現 ュ ョン 適 入や活用 そ 成否

あ 市 IT 事業者 い 中 企業 ニ 沿

ュ ョン 開 そ 販路 大 事業 大 ポ ン  

目的 成 中 企業 DX 実現 資 市 ＩＴ事業者 行う新サ

や 期的 ュ ョン 開 経費 部 補助い  

   

 

補助対象事業 

補助 交付対象 事業 補助対象事業 いう 市 ＩＴ事業者等

細 項 参照 開 術 活用 製品やサ ュ

ョン ッ い 特定 産業 或い 業種 業態 い 中 企

業 示 う DX 実現 充 見込 事業  

 業界 垣根 越え 幅広い 展開 中 企業 DX

事業 

 顧客や社会 ニ 製品やサ 変革 事業 

 業務や組織 プ 企業文化 風土 変革 競 優位性 確立 事業 

事業 実施 い 中 企業 ＤＸ化 資 術 活用 開

サ や ュ ョン 明確 定 い 条件  

 

事業成果 市 ＩＴ事業者 自 中 企業 対 サ 提供

限定 事業成果 製品 開 他者 転売

目的 対象  

当財団 実施 化 進補助 和 度(202 ) 申請 行う市

中 企業者等 事業 成果 補助対象事業 部 活用 計 い 場合

補助 対象  

併 社会常識 及び倫理 好 く い事業 公序良俗 犯罪的行 く

そ 結び付く 引 起 い 対象  

 

 

補助対象者 

補助対象事業 行う 市 ＩＴ事業者  

社会常識 及び倫理 好 く い事業 公序良俗 犯罪的行 く

そ 結び付く 引 起 行 い 者 除  

 

 市 IT事業者  

幌市 社 ＩＴ産業 注 主 事業 営 中 企業者 注  

 

注 IT産業  

 総務省 定 日 標準産業 類 成 25 10 改定 基 く情報サ

業 中 類 39 又 ン ッ 附随サ 業 中 類 40

属 事業 いう  

 

  注 中 企業者  

 中 企業基 法 昭和 38 法 第 154 号 第 2条第 1項各号 掲 会社及

び個人 いう IT 産業 主 事業 営 資 又

出資 総 億 会社並び 常時使用 従業員 数 300 人
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会社及び個人 いう  

 

  補助対象者 市 ＩＴ事業者 要件 全 満  

幌市 事業 営 い  

様 事業 い 他 助成制度 補助 委 費等 財政的支援

い い  

幌市 納付 べ 税 滞納 い い  

地方自治法施行 昭和 22 政 第 16号 第 167条 4 条 準用 場

合 含 規定 幌市 般競 入 等 参加制限 い

い  

社会的勢力 関 い い  

 

 

補助対象経費 

補助対象経費 補助対象者 補助対象事業 実施 い 補助対象期間 項 参

照 生 契約 得 支払 べ 完了 必要 適当 認

経費  

経費区  補助対象経費 

(1)人件費 

事業 従事 際 必要 人件費 申請時 申告

従事者 対 あ 事業対象期間 給 支払い

完了 い 対象  

※1 参照  

(2)機器費 原

料 消耗品費 

事業実施 必要 機器 設備等 購入 要 経費 

※2 参照  

(3)機器 費 

事業実施 必要 機器 費  

事業実施期間外 含 場合 事業実施期間中 計

 

(4)通信 運搬費 事業実施 必要 手 宅配料等 通信関 経費 

(5)施設及び設備等

賃借料 

施設や設備等 賃借 要 経費 

(6)外注費 開 部 外部 委 経費 ※ 参照  

(7)そ 他 理事長

適当 認 経費 

 

※(1)人件費 事業 直接関 従業員 直接作業時間 対 限  

※(2)機器費 パ ン プ ン ン ュ 周辺機器 カ 等 汎用物

品 他 用途 併用 物品 原則 補助対象外  

※(6)外注費 補助対象経費合計 10 3 図 参照  

｛(1) (7)合計 ×3 10 ≧ 6 外注費 

※次 補助対象経費 い  

土地及び建物 購入 借 料等 経費 

施設等 改 費 既存設備 機械 使用料 固定資産税 水 熱費等 

食糧費 接待費 会食費等 個人消費的経費 

他 用途 併用 い 旅費 

支出 確認 い経費 

※留意事項 

消費税 補助対象経費 除外  

振込手数料 補助対象経費 含 い  

補助対象経費 補助実施対象期間 契約 注 請求 支払い 完了 経費  

※補助対象経費 そ 他 注意事項 

中 企業団体 組織 関 法 第 条第 項 定 事業協 組合等 設立

場合 そ 設立 関 経費 
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財務諸表等 用語 様式及び作成方法 関 規則 昭和 38 11 27日大蔵省

第 59号 第 8条 定義 い 親会社 子会社 関連会社及び関 会社 調

場合 他 会社 経由 場合 含 経費 等 容 調 親会

社 子会社 関連会社及び関 会社 除く会社 場合 経費 当 経費

回 明 あ 場合 調 前 者 見積等 得 価格比較

行う 除く  

 

補助 等 

補助    万 満 捨  

補助率   補助対象経費  

採択件数  件程度 

 

 

補助対象期間 

 審査 採択事業者 決定 日 和 5 (2023 )6 旬頃 和 6

(2024) 31日  

  補助対象期間 全 経費 支払 完了 い 条件  

補助対象事業 完了 事業完了報告書 事業実績や 支払 証 証 書類等 必

要書類 提出 条件 提出期限 事業完了 日 和 6 (2024)

9日 い 早い日  

 

 

応募書類 提出 い  

提出期限 

 和 5 (2023 )6 6日 火 17:00 必着 

 

提出書類 

 補助 交付申請書 誓約書   様式  

 事業計画書  様式  

注  

事業 容 い 示 容 必 載 く い  

中 企業 DX 実現 市 ＩＴ事業者 術 う 活

用 製品やサ 開 又 提供 行う  

 事業実施 ュ   様式  

 支 算書  様式  

注 支 算書 経費 確証 添付 要 補助対象事業

中 う 支出 伴う 何 使う 経費算出 関 補完資料

必 添付 く い  

 人件費(給 )証明書 人件費 計 場合  様式   

注 人件費 い 申請時 事業従事者 給 元 算出

算出 根 給 台帳 写 提出願い 併 人件費算出 基準

給 証明書 給 及び諸手当 提出 事業終了 補助対象事業

費決算時 提出 人件費 間 差異 あ 場合 申請時 人件費 採用  

 申請 企業 団体 概要  様式  

企業 住所 表者氏 業務 容等 プ  

 申請者 事項証明書 履歴事項全部証明書 提出期限 遡 ヶ  

行  

 申請者 定款 写  

 申請者 法人市民税 納税証明書 行 3ヶ  

 申請者 直近 度 決算報告書 賃借対照表 損益計算書 販売管理費 訳 原価報

告書及び利益処 案 写  
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応募書類 提出方法 持参 郵送 く E-Mail 提出  

郵送 持参 際 原 共 各申請書類 押印 資料や公的書類等 PDF

そ 他 資料 word Excel Power point等 格納 CD-Rや USB

電磁的 録媒体 提出  

E-Mail 提出 際 各申請書類 押印 資料や公的書類等 い PDF

日 確認 原 提出 願い 場合 い そ 他 資料

word Excel Power point等 提出 適宜 ァ 圧縮等 行

い 添付 ァ サ 大 い 概 10Mbyte 超え 場合 途事務局

相談 い  

 

 

審査 

補助対象事業 選定 あ 当財団 要件審査 経 当財団 識者 組織

DX 創出補助 審査委員会 審査会 開催い  

申請数 多い場合 書類 選考 実施 審査会 参加 申請

数 制限 形 審査会 実施 場合 い  

審査会 申請書類 容 申請者 プ ン ョン ※ 及び質疑応答

約 10 20 程度 定 実施 総合的 断 決定い  

プ ン ョン及び質疑応答 幌市産業振興 ン 和 5 (2023 )

日 木曜日 定 審査会 出席者 3  

※申請書類 Power point PDF等 使用 資料 作成 実施 く い

資料 事前 事務局 送付 く い パ ン プ ク 会場

用意い  

※ E-Mail 送付 際 添付 ァ サ 大 い 10Mbyte 超え

場合 途事務局 相談 い  

最終的 審査結果 通知 和 5 (2023 ) 日 行う 定  

審査及び審査結果 関 質問 問い合わ 等 い 応  

 

＜審査観 ＞ 

事業 ン プ 中 企業 DX 資 容 あ 術 う

活用 製品 サ や ュ ョン 開 行う 明確 い  

事業成果 業界 垣根 越え 幅広い 展開 中 企業 DX

成 得  

事業成果 対象 い 産業 や業種 業態 属 中 企業者 DX化 向

課 や目指 べ 姿 適 把握 い  

事業 容 具体性 実現性 あ  

事業 容 独創性 進性 あ  

事業 実施 完遂 体制 い  

 

交付 

補助 交付 精算払い 事業完了 事業完了報告書及び事業実績報告

書 様式 8 及び精算 必要 書類等 提出 い 実施結果 検査等 確認

最終的 補助 確定  

事業完了報告書 事業実績報告書 採択 補助対象事業 選定 補助事業

者 対 途送付い 報告書様式 DX 創出補助 交付要綱

定  

精算 際 補助対象経費 関 見積書 注書 或い 両者間 交わ 契約

書 納品書 請求書 領 書 申請者 補助対象経費 支払 確証 振込依頼書 預 通

帳 等 経理書類 添付 写 必要  

人件費 い 給 証明書 事業従事者作業日報 賃 支払明細書 銀行振込明細

出勤簿或い 準 書類等 提出 必要  
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補助対象者 義務等 

情報 公開 

採択 補助対象事業 い 原則 申請者 補助事業者 事業 事

業 概要等 般 公表  

事業実施期間中 報告義務 

補助事業者 補助対象事業実施期間中 補助対象事業実施期間 終わ 前

毎 補助事業進捗報告書 様式 7※ 提出 い 報告

費用支出状況 対象  

事業終了時 報告義務 

 報告 行う 各報告や回答 拒否 知

く い  

 事業完了 報告 

補助事業者 事業完了 14日 和 6 (2024 )2 9日 い 早い

日 事業完了報告書 様式 8※ 提出 い  

 事業 容 報告 

当財団及び 幌市 実施 事業報告会 和 6 度(2024 度)前半 事業実施

容 そ 成果 公 表 い  

 そ 経過 い 実績報告 

採択 補助対象事業 い 事業終了 和 6 (2024 )10 和 7

(2025 )4 事業実績報告書 様式 10及び 11※ 提出 い  

そ 他 

示 幌市及び財団主催事業等 主催 成果普及等 事業報告 ほ 幌市

作成 補助事業報告書等 冊子作成 元 等 応 い う

願いい  

※ 様式 7 8 10及び 11 い 補助事業者 対 個 渡 い  
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補助 関 流  

 
※ 事業 関 注/納品/検 /支払 事業実施期間 完結 い  
※ 事業期間終了 検査時間 短縮 図 や 補助 交付 毎 補
助対象事業実施期間 終わ 前 補助事業進捗報告書 提出 求 事
業 進捗状況及び費用支出状況 確認致  
 

図 補足  
 公募期間 和 5 (2023 )6 6日(火)17:00  
 申請書類及び面接 審査 和 5 (2023 )6 中旬 旬 実施 定 
 補助対象事業 決定 和 5 (2023 )6 旬頃 決定 定 
 補助対象事業実施期間 補助対象採択決定日 和 6 (2024 )1 31日(水)(最長) 
 事業完了報告書 提出  

   事業完了 14日 和 6 (2024 )2 9日( ) い 早い方 
 事業実績報告書 提出 事業完了 度 翌 度 2度 和 6 (2024 )10
和 7 (2025 )4  

 

そ 他 

申請書類 様式 ダ ン  

https://www.elecen.jp/project/innovation/it-create/ 

応募資格 要件そ 他 い DX 創出補助 交付要綱 定

 

国 他 助成制度 補助 委 費 等 財政的支援 い 事業

定 含 い 交付申請 行う  

審査及び審査結果 関 質問 問い合わ 等 い 応  

申請書及び添付書類 返却 了 く い  

申請書類 扱い 厳 行い  

 

応募 問い合わ  

  般財団法人 産業振興財団 ＩＴ産業振興部 ＩＴ産業振興課 

  幌市厚 区 幌 ク パ ク 目 番 号 幌市 ク ニク ン  

    TEL 011-807-6000 FAX 011-807-6005 E-mail it-pro@sec.or.jp 

 

 

mailto:it-pro@sec.or.jp


補助対象経費 おけ 外注費 外注費以外 経費 取扱
外注費 総事業費 10分 3以下 す こ

(1)人件費

事業計画事例1

1

5,000,000円

(6)外注費(2)機器費

1,300,000円 2,700,000円

総事業費合計 9,000,000円

別図

補助対象経費 し 認 ら 外注費 総事業費9,000,000円 3/10 あ 2,700,000円
外注費 2,700,000円 全額が補助対象経費 認 ら
補助対象経費9,000,000円 2/3 あ 6,000,000円が補助金額

6,300,000円 2,700,000円外注費 除い 経費合計

(2)機器費

補助対象経費合計 9,000,000円



補助対象経費 おけ 外注費 外注費以外 経費 取扱
外注費 総事業費 10分 3以下 す こ

(1)人件費

事業計画事例

2

3,000,000円

(2)機器費

900,000円

総事業費合計 9,000,000円

外注費 除い 経費合計

(2)機器費

補助対象経費 し 認 ら 外注費 総事業費9,000,000円 3/10 あ 2,700,000円
2,700,000円 超え 分 外注費 2,400,000円 補助対象外
補助金額 3,900,000円×2/3 ＋ 2,700,000円×2/3 =4,400,000

補助対象経費 6,600,000円

(6)外注費

5,100,000円

補助対象外

5,100,000円3,900,000円

2,400,000円



3

500,000円

(1)報償費

100,000円

(6)外注費
400,000円

事業計画事例

注
採択さ 計画が上記内容 申請時 っ し 事業実施途中 計画変更 伴い補助対象
経費が増額し 補助金額 変更しませ

採
択
時

事
業
完
了
時

(1)人件費

5,000,000円

(2)機器費

1,300,000円

(6)外注費

2,700,000円

総事業費9,000,000円 補助対象経費9,000,000円 補助金額6,000,000円

(1)人件費

6,050,000円

(2)機器費

1,300,000円

(6)外注費
3,150,000円

総事業費10,500,000円 補助対象経費10,500,000円 補助金額6,000,000円

注
同様 補助対象経費が減額 っ 場合 減額後 補助対象経費 2/3 補助金 額 します

(1)人件費
4,000,000円

(2)機器費

1,200,000円

(6)外注費

2,000,000円

総事業費7,200,000円 補助対象経費7,200,000円 補助金額4,800,000円
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